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はじ め に  

 

 本稿では、 地域経済の「 頑健さ 」 について考える こ と と する 。「 頑健さ 」 と いう のは英語

の“ robustness” の訳語である 。 その形容詞形である “ robust” の語源をたど ればラ テン

語の“ robustus” であり 、「 オーク の木のよ う に強い」 と いう 意味である 。 風雨にさ ら さ

れながら も オーク の木のよ う に頑健な地域経済と はなにか、 ま たその「 頑健さ 」 はど のよ

う にし て生ま れる のかについて、 桐生市、 太田市及び大泉町を中心と する 群馬県の東毛地

域を例にと って検討する 。 日本経済にと って、 ま た地域経済にと って成長が好ま し いこ と

は間違いがない。 し かし 、 量的な成長を達成し たと し ても なにかの逆境に遭遇し たと き に

すぐ 崩壊し てし ま う よ う な経済であっては問題である 。 長期的な観点から 地域経済のあり

方を考える なら ば、 単に量的な成長を求める だけではなく 、 地域経済の質に関わる 「 頑健

さ 」 についても議論さ れなければなら ない。  

 

 

１ ． 地域経済の 「 頑健さ 」  

 

少し 長いタイムスパンをと ってみる と 、 地域経済はさ まざま なタイプの逆境に遭遇し て

いる 。 第 1 は伝統的な商品需要そのも のの減退である 。 その地域に特定の産品の生産が集

中し ている いわゆる産地にと っては、 その産品の需要そのも のの減退はじわじわと確実に

地域経済に打撃を与える 。 例えば、 和服を着る女性が少なく なれば、 絹織物産地に及ぼす

影響の大き さ は計り 知れないほど 大き い。 消費者が安いプラスティ ッ ク製の食器をいと わ

なく なれば、 伝統的な手法と材料で作る陶磁器や漆器の産地は成り 立たなく なる 。 こ れら

の消費者の嗜好の変化は、 絹織物、 陶磁器、 漆器など の伝統的な商品の生産・ 流通に関わ
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る企業にと って打撃である ばかり でなく 、 こ れら の関係企業が集積する 地域経済全体にと

っての逆境をも たら し たこ と はいう ま でも ない。  

第２ はマクロ経済環境の変化である 。1971年に 1 ド ル＝360円の固定相場制が崩れてか

ら し ばし ば起き る急激な為替レート の変動は輸出依存度の高い産業に対し て大き な打撃を

与える ばかり でなく 、 それに関連する企業が集積し ている 地域経済に逆境をも たら す大き

な要因と なった。 特に、 戦後、 米国向け輸出用の金属洋食器に特化し て分業システムを発

展させた燕産地に代表さ れる よ う に特定の製品に適合的な生産システムを作り 上げた産業

集積は急激な経済環境の変化に対応する こ と が難し く 、 逆境から の脱出に困難をき わめる

こ と が多い。  

第３ はその地域の中にある 大手のアセンブル企業が生産拠点を海外に展開する こ と であ

る 。 アセンブル企業は、 近隣の部品企業から 部品や加工サービスを調達し ている場合が多

い。 こ のよ う な企業が従来その地域の中で行っていた生産活動の全部ま たは一部を海外に

移転する こ と は、地域経済と っては大き な需要減少の要因と なる 。1985年のプラザ合意以

降に数多く の産業においてこ う いった現象が起こ った。 電機産業の場合には、 ある製品に

ついては国内での生産を中止し て、ラ イン毎そっく り 海外に移転する と いう こ と があ った。

こ の場合には、 地域経済へ大き な逆境をも たら す。 自動車産業の場合には、 国内の生産の

水準はそのま ま維持し て、 海外市場の拡大に対応する 生産を海外の生産拠点で生産する場

合が多い。 こ の場合には、 地域経済へ及ぼす影響は少ない。 し かし 、 アセンブル企業の転

出は国内のほかの地域への工場移転と いう 形でも起こ り う る 。 高度成長期の東京城南地域

のよ う にアセンブル企業が生産の拡大を図る ための空間がその地域に見出せないために他

の地域に生産拠点を移転する と いう 場合である 。 こ の場合には、 転出する先の地域経済に

と っては発展のための好機の到来であり 、 転出さ れる 地域経済にと っては大き な逆境をも

たら すこ と になる 。  

こ のよ う なさ まざま な逆境の波をかぶり ながら も 長期間にわたって地域全体と し ての雇

用量をそれほど急激に、 かつ大幅に減少し ないこ と 、 ある いは多少の減少する こ と はあっ

ても元の水準に近いと ころま で回復する こ と を差し当たり「 頑健さ 」がある と定義し よ う 。

こ の定義をも と に「 頑健さ 」 がある 地域経済と はどのよ う なも のかについて考察を進めて

いく 。 まず、 ある時点で繁栄を極めている 地域であっても 、 それだけでは頑健である と は

いえない。 その地域経済が単一の産業ま たは企業に依存し ている 単純な構造をも つ場合に

は、 その産業ま たは企業の衰退が地域全体の雇用量の水準を大き く 引き下げる よ う な地域
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経済の衰退に直結する こ と が多いから である 。 特定の産業ま たは企業が立地し たこ と によ

って短期間のう ちに発展し た地域経済は、 こ れに該当するケースが多いであろう 。 短期間

のう ちに、 も っと も効率的にかつ目的的に形成さ れたシステムは冗長性を持ちにく い。 し

たがって、 当初の前提と こ と なる条件が発生し た場合にそれに対応し ていく こ と が難し い

から である 。 高度成長期に盛んに建設が進めら れた臨海部の重化学工業地域がこ れにあた

る と いってよ いであろう 。 繁栄はし ていても脆弱さ を抱えている と いう こ と はあり う る の

である 。  

こ れに対し て地域経済が図１ のよ う に複数の最終製品の製造業を持つ場合を考えてみよ

う 。 こ こ では、 異なる最終製品を生産する企業Ⅹ、 企業Ｙ及び企業Ｚ がそれぞれに図１ の

よ う なグループを形成し て生産活動を行っている こ と を想定し ている 。 企業Ⅹのグループ

には企業ａ １ 、 企業ａ ２ 、 企業ａ ３ 、 企業ｂ １ 、 企業ｂ ２ 、 企業ｃ １ 、 企業ｄ １ が参加し

ている 。 企業ａ ２ と企業ｂ ２ は企業Ｙのグループにも重複し て参加し ており 、 企業ａ ３ は

企業Ｙのグループにも企業Ｚ のグループにも参加し ている 。 最終製品の業種が多様になる

と 地域経済のシステムは複雑性を増すこ と になる 。 仮になんら かの外生的な要因で企業Ⅹ

の生産量が大幅に減少し たと し よ う 。 こ の場合、 短期的には企業ａ ２ 及び企業ｂ ２ は企業

Ｙ向けの生産に、 企業ａ ３ は企業Ｙ及び企業Ｚ 向けに生産能力を振り 向ける こ と によ って

急激な雇用調整を行わなく ても すむであろう 。森林の保水効果のよ う なも のである 。ま た、

企業Ｘから の発注量が減少し たこ と によ って生じたＡ業種、 Ｂ業種、 Ｃ業種、 Ｄ業種の生

産能力の余力が潜在的な競争圧力と なって、 企業Ｙおよ び企業Ｚ の競争力が高ま って生産

量が増大し 、 結果と し て地域の雇用量が回復する と いう メ カニズムが働く 可能性も ある 。

こ のよ う に産業構造が多様性をも つ場合には、 地域経済の「 頑健さ 」 が高ま る こ と がわか

る 。  

地域経済の量的な成長、 衰退と 「 頑健さ 」 の関係について述べておこ う 。 図 1 を用いて

説明すれば、 企業Ⅹ、 Ｙ 、 Ｚ が生産量を増大させる か新たな最終製品の製造業が地域経済

に参入する こ と によ って地域経済は量的に成長する 。 すでに要素技術を担う 部品産業・ 加

工産業の産業集積が形成さ れている場合には、 その活用を狙って新たな最終製品の製造業

が参入する こ と も多い。 いわゆる前方連関効果である 。 ま た、 最終製品の製造業の需要が

新たな要素技術を担う 部品産業・ 加工産業の創生が誘発する可能性も ある 。 いわゆる後方

連関効果である 。 こ のよ う な前方連関効果と後方連関効果の連続によ って、 地域経済は量
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的に拡大する と と も にその産業構造は複雑性を増し ていく 1。 すなわち、その地域に持ち込

ま れる需要が増大するプロセスでは、 事業所数は増大し 、 分業の程度はさ ら に細かい分業

へと進化する と と も に地域経済の構造は複雑さ を増し て、 その結果と し て「 頑健さ 」 が高

ま る こ と になる 。 その地域に持ち込ま れる需要が減少する場合には、 こ れと反対のこ と が

起き る 。 それぞれの企業は事業規模を維持する こ と を目指し て内製化をはかり 、 事業所数

の減少等によ り 地域経済の構造は単純化へと向かい、 その結果と し て「 頑健さ 」 は低く な

る 。 いずれにし ても 、 量は質へと転化する こ と になる 。  

 

 

２ ． 群馬県桐生市、 太田市及び 大泉町の 産業と 雇用 

 

 次に群馬県の東部に位置する 東毛二市一町を例にと って、 産業構造の多様性と 地域経済

の「 頑健さ 」 について考える こ と と する 。 東毛二市一町と は桐生市、 太田市及び大泉町で

ある 。 一般には、 こ の二市一町に加えて周辺の館林市、 邑楽郡、 新田郡など を含めて東毛

地域と いう 。ま た、桐生市と並んで戦前期から絹織物産業の盛んであった栃木県の足利市、

佐野市を含めて両毛地域と いう こ と も ある 。 し かし 、 こ こ では戦後の機械工業の発展が著

し く 産業構造の多様化が見ら れた二市一町に絞って議論を進める こ と と する 。 ま た、 こ の

地域は前節であげた伝統商品に対する需要の減退、 為替レート の高騰によ る輸出の減退、

アセンブル企業の生産拠点の海外展開と いう ３ つの逆境をすべて経験し ている 地域でも あ

る 。 し たがって、 本章のテーマである産業構造の多様性と 地域経済の「 頑健さ 」 の関係に

ついて検討する のにふさ わし い地域である 。  

 

（ １ ）  雇用の 動向 

 

 図２ によ って、 東毛二市一町の雇用の動向について検討し よ う 。 図２ は、 経済産業省所

管の工業統計調査の結果を加工し たも のである 。 同調査は、 従業者数が４ 人以上の製造業

の事業所を対象に、 毎年１ ２ 月３ １ 日を調査時点と し て行われている悉皆調査である 。  

                                                                                                     
1 Hirschman[1958]第 6章は、 前方連関効果と後方連関効果の結合が発展途上国の経済発

展の誘発メ カニズムである と指摘し ている が、 こ の議論は地域経済の発展についても当て

はま る 。  
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こ の調査における従業者数と は、 調査日現在の常用労働者数と個人事業主及び無給家族従

業者数の合計である 。 近年は派遣労働、 請負など の雇用形態の割合が増えている こ と を加

味し ながら数字を読む必要がある が、 製造業事業所の常用雇用の事態を正確に把握でき る

資料である 。  

 図２ の一番上を走っている折れ線は、 桐生市、 太田市及び大泉町の従業者数の合計を示

し ている 。 こ れによ れば、 東毛二市一町の雇用は戦後から急速な拡大が始ま り 高度成長期

のほぼ終盤に近い 1970年に 645百人（ 第 1 のピーク ） に達し ている 。 1958年から の 12

桐生市 

太太 太  

太太太  

群馬県 
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年間に 345百人の雇用が増大し たこ と になる 。その後の 10年間は下降傾向が続いて 1981

年には 563百人（ ボト ム） に達し ている 。 こ の 10年間に 82百人の雇用が減少し ている 。

1971年のニク ソンショ ッ ク 、 1973年末の石油ショ ッ ク がこ の地域にと っても 大き な逆境

であったこ と は間違いない。 その後はま た上昇傾向に転じて 1991 年には戦後の最高値で

ある 670百人（ 第 2 のピーク ） に達し ている 。 こ の 10年間に 107百人の雇用が増大し て

いる 。 その後は 1996年（ 640百人） を踊り 場にし ながら も下降傾向に転じて 2002年には

530 百人にま で達し ている 。 し かし 、 前述し たよ う な雇用形態の変化を 考慮する と ほぼ

1990年代を通じて 600百人の雇用水準を維持し たこ と は注目するべき である 。  

 

（ ２ ）  産業構造の 変化 

 

 表 1、 表 2 及び図 3 によ って、 東毛二市一町の産業構造の変化を検討し よ う 。 いずれも

前出の工業統計調査の結果を加工し たも のである 。表 1 は日本標準産業分類の産業中分類

ごと の事業所数を 1960年、 1970年、 1980年、 1990年及び 2001年について追ったも の

である 。 表 2 はその従業者数の推移である 。 図 3 は、 表 2 のう ち従業者数の多い繊維2、

衣服3、 金属製品4、 機械5、 電気機器6及び輸送機械7の 6業種について、 グラフ化し たも の

である 。  

 表 1 によ って、 事業所数の推移を見てみる と 1980 年に 4875 事業所と ピーク を示し て

いる が、すでに 1970年にそれと ほぼ同じ水準である 4783事業所に達し ている 。その後の

事業所数の減少は著し く 、1990年には 2283事業所、2001年には 1530事業所と ピーク の

                                                                                                     
2 本節において「 繊維」 と は、 日本産業分類の産業中分類で定義する 「 繊維工業（ 衣服、

その他の繊維製品を除く ）」 を指し ている 。織物業、ニッ ト 生地製造業、染色整理業、レー

ス・ 繊維雑品製造業など が含ま れる 。  
3 本節において「 衣服」 と は、 同様に「 衣服・ その他の繊維製品製造業」 を指し ている 。

織物製及びニッ ト 製の外衣・ シャツ製造業などが含ま れる 。 太田市では昭和 40年代にセ

ーター、 スカート 、 ジャンパーなど の多様な外衣製品の生産が盛んであった。  
4 本節において「 金属製品」 と は、 同様に「 金属製品製造業」 を指し ている 。 金属プレス

部品製造業、 電気めっき業、 ボルト ・ ナッ ト ・ ねじ製造業などが含ま れる 。  
5 本節において「 機械」 と は、 同様に「 一般機械器具製造業」 を指し ている 。 繊維機械製

造業、 金属加工機械製造業、 半導体製造装置製造業、 金型・ 同部品・ 付属品製造業など の

ほかパチンコ機械製造業も含ま れる 。  
6 本節において「 電気機器」 と は、 同様に「 電気機械器具製造業」 を指し ている 。 民生用

電気機械器具製造業など が含ま れる 。  
7 本節において「 輸送機械」 と は、 同様に「 輸送用機械器具製造業」 を指し ている 。 自動

車・ 同部品製造業、 鉄道車両・ 同部品製造業など が含ま れる 。  
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半分をはる かに割り 込んでいる 。 し かし 、 こ の減少のほと んどは事業所数の多い繊維、 衣

服における減少であり 、 それ以外の 4業種については全事業所数の減少にそれほど寄与し

ていないこ と がわかる 。  

 表 2 及び図 3 によ って産業別従業者数の推移をみる と 、 こ の地域の産業構造の変化が一

目にし て明ら かになる 。 1960 年においては、 繊維が 185 百人の雇用を擁し てこ の地域の

全従業者数のほぼ半分近く を占めていたが、1970年には 167百人、1980年には 94百人、

1990年には 50百人、 2001年には 21百人と一直線に急降下し ている 。 こ の地域の雇用の

第 1 のピーク は前述し たよ う に 1970年であったが、 1960年から 1970年にかけての雇用

の増大を担ったのは輸送機器（ 47百人→112百人）、電気機器（ 43百人→117百人）、機械

（ 21百人→56百人） 及び金属製品（ 12百人→41百人） であった。繊維における雇用減少

を補って、 こ れら 4業種がこ の地域の高度成長をも たら し たのである 。  

 こ の地域の雇用は 1970年から 1981年に向かってやや下降傾向をたど る 。その要因は繊

維における雇用の急激な落ち込みである 。 1970年から 1980年への変化を見る と 、主要業

種で雇用が減少し ている のは大き く 減少し ている のは繊維（ 167 百人→94 百人）、 大き く

増大し ている のは電気機器（ 117百人→142百人） 及び衣服（ 40百人→78百人） である 。

その他の 4業種はほぼ横ばいである 。  

 その後、 1991 年の第 2 のピーク に向かって再び上昇傾向をたど る 。 1980 年から 1990

年への変化を見る と 、 こ の間に雇用を増大し ている のは電気機器（ 142 百人→198 百人）、

輸送機器（ 116百人→169百人）、 機械（ 58百人→69百人） の３ 業種である 。 大き く 減少

し ている のは繊維（ 94百人→50百人）、衣服（ 78百人→29百人） であり 、金属（ 38百人

→35百人） と ほぼ横ばいであった。  

 1991年以降になる と 、それま でこ の地域において雇用の増大を担ってき た電機機器、輸

送機器も下降傾向をたど る よ う になる 。6業種の中では唯一、機械だけが 1990年から 2001

年にかけて 69百人から 73百人と増大し て、わずかではある がこ の地域の雇用を下支えし

ている 。  

 以上を概括すれば、 こ の地域に成長と衰退のサイクルが異なる多様な産業が存在し たこ

と 、 すなわち産業構造の多様性が、 それぞれの産業の雇用量の波の大き さ を打ち消し あっ

て地域全体の雇用量の波を少なく し たと いう こ と ができ る 。特に、1960年においてこ の地

域全体の事業所数の 60％、 従業者数の 47％を占めていた繊維が 2001年においては 1960

年の事業所数の 16％、 従業員数の 11％にま で減少し たこ と を考える と 、 こ の地域に産業
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構造の多様性が生ま れたこ と は地域経済の「 頑健さ 」 と高い相関がある と 考えてよ い。  

 

 

３ ． 産業構造の 多様性はど の よ う に し て 生ま れた か  

 

 地域における産業構造の多様化が生ま れる 経路は多様である 。 第 1類型は、 元から ある

産業が新たな需要を生み出し 、 それに呼応し てその需要を充たす新し い産業がその地域に

生ま れる場合8である 。第 2類型は、元から ある産業が蓄積し た技術、 経験を利用し て新し

い産業が生ま れる場合9である 。技術の蓄積は、一つの企業の内部で行われる こ と も ある が、

分業関係を通じて一つの企業を超えて地域と し て行われる場合も ある 。第 3類型は、 地域

の外部から新し い企業が飛び込んでき て行われる場合10である 。  

 いずれにし ても 地域経済の「 頑健さ 」 に結びつく よ う な産業構造の多様性を持つま でに

は、 時間をかけてこ れら の経路が重ねら れる こ と が必要である 。 し かし 、 システムの進化

に関する 「 安定し た中間形態がある場合には、 それがない場合に比べて、 単純なシステム

から複雑なシステムへの発展がずっと迅速に行われる 」（ ハーバート ・ A・ サイモン著稲葉

元吉・ 吉原英樹訳［ 1999］ 234頁） と いう サイモンの指摘は、 地域の経済システムの多様

化について議論する場合にも当てはま る 。 その地域に先行する産業がすでに存在する場合

には、 全く ない場合に比べてよ り 短期間に、 ま たよ り 複雑な産業構造へと変化する こ と が

でき る と いう 説明をサポート する 。  

 以上の点に留意し ながら 、 こ の地域の産業構造の多様化に関する いく つかのト ピッ ク を

と り あげてみよ う 。  

 

（ １ ） 桐生に お け る 機械工業の 発生 

 

群馬県の東毛地域の工業化は、 戦前の桐生の絹織物産業に始ま る 。 桐生における絹織物

                                                                                                     
8 ハーシュマンの定義する後方連関効果に近い。  
9 ハーシュマンの定義する前方連関効果に近い。  
10 こ の地域に外部から飛び込んでく る理由がこ の地域にすでに形成さ れている産業集積

を活用する ためである と いう 場合には、 前方連関効果と 考えてよ いであろう 。 ただし 、 中

島飛行機の部品製造企業が京浜地区から 桐生に疎開し てく るケースは、 むしろ後方連関効

果と いう べき であろう 。  
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産業の歴史は古い。「 西陣の流れをく む桐生産地は、明治以前に後染絹織物から先染絹織物

に転換し 、織り と染めの技術をも って、新製品の開発を積極的に行ってき た産地であった。

桐生は、 日本で初めて羽二重輸出を手がけた産地だが、 北陸の新興産地に圧さ れて、 国内

向先染織物や輸出向け変わり 織物へと製品を転換し ていった。」（ 橋野知子［ 2002］ 3頁）  

こ のよ う な輸出用羽二重の生産は大量生産が必要になり 、 こ れが力織機化を促す要因と な

った。 橋野によ れば、 桐生における力織機化の本格的な進展は 1920 年代以降に行われた

と さ れる が、 こ の力織機化に伴って生じた繊維機械需要に応える ために発生し た繊維機械

工業が戦後の桐生における機械工業の発展の基礎と なっている 。  

 ま た、1935年頃の桐生産地の力織機化の状況に関し て、次のよ う な興味深い記述がある 。 

 

「 こ の資料（ 桐生織物同業組合管内力織機調査票、 1935（ 昭和 10） 年 10月、 県工業試験

場桐生分場調査） によ る と力織機の総台数は 18,768 台である 。 こ のう ち桐生のメ ーカー

は 13社、総量は 6,979台、総台数の 37.2％にあたる 。ま た、 1916（ 大正 5）年の台数 1,004

台に比べる と 20年間で実に 18倍も伸びている のである 。」（ 桐生機械金属工業組合［ 1982］

37頁）  

 

以上の資料から も 1935 年頃にすでに桐生の機械工業が相当の水準に達し ていたこ と が

う かがえる が、 こ の中の桐生のメ ーカー13 社のう ちで 40％のシェアを持っていたのは村

田式力織機である 。 その第 1号試作機は 1913年に村田兵作によ ってルーチと いう 外国製

の力織機をモデルに開発さ れたと いう 記録が残っている 。 さ ら に兵作は鉄製力織機片側二

丁杼を考案し 、 地元の絹織物企業や桐生高等工業学校と の協力によ って 1916 年に両側二

丁杼 56吋巾力織機を製作し た。こ れが 1918年の大正博覧会において 1等賞牌を獲得し た。

その後、 後を継いだ村田喜一郎（ 蔵前工業機械科卒） がさ ら に研究を重ねて村田式鉄製力

織機を完成させて、 こ れが大正期から昭和初期にかけて普及し ていった。  

こ のよ う に絹織物産業の力織機化に誘発さ れた機械工業の発生は、 産業構造多様化の第

1類型の一例と 考えてよ い。  

 

（ ２ ）  中島飛行機に よ る 航空機工業の 展開 

 

 こ の地域における 本格的な機械工業は、 中島飛行機㈱に始ま る 。 同社を創設し た中島知
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久平は、 1884年に東毛地域の一角である現在の群馬県尾島町に生ま れた。 1907年に海軍

機関学校を卒業し た後、 海軍大学選科、 横須賀海軍工廠造兵部員等を経て海軍を退役し 、

1917 年に民間航空機工業を興すこ と を志し て生ま れ故郷の尾島町に中島飛行機の前身で

ある 中島飛行機研究所を創立し 、 翌年には中島飛行機製作所と改称し て本格的に航空機の

取り 組むこ と と なった。  

 知久平は、 海軍を退職する にあたって友人たちに送った「 退職の辞」 と 題する挨拶状の

中で次のよ う に述べている 。  

 

「 ・ ・ ・ 斯く の如く 飛行機発達の如何は国家の存亡を支配す。 故に欧米飛行機界の進況如

何に拘らず、 我が帝国は独特の進歩発達を企図せざるべからず。 然る に事実は大に之に反

し我が飛行機界の現状は其の進歩遅々と し て欧米の進勢に比すべく も あらず、 常に数段の

隔たり あり 。従って飛行機隊の如き も微々と し て振わず、実質に於て存在の価値だになし 。

是れ実に国家を挙げての最大恨事たらざるべからず。 而し て我が飛行機界不振の原因は

種々多岐に亘る と雖も 、 其の主因は製作工業が官営たる の一事に坐す。 進歩激烈にし て其

の製作短時日に成る工業を初年度の計画が議会の協賛を待ち、 翌年度に於て初めて実施期

に入る が如き 政府事業を以てする は既に根本に於て不適と言わざるべからず。 斯かる も の

は其の実施に関する諸般の行使が縦横自在なる機関に委し 、 初めて其の目的を達し得べき

なり 。 実に飛行機は完備せる工場に於てせば計画製造ま で一ヶ月の日子を以て完成する を

得。 故に民営をも つて行う 時は一ヵ 年に十二回の改革を行い得る も 、 官営にては正式に言

えば僅かに一回のみ。 故に官営の進歩は民営の十二分の一たる の理なり 。 欧米の先進諸国

が飛行機製作を官営兵器廠にて行わず、専ら民営に委ね居る の事実は一つに此の理に存す。

斯く 帝国の飛行機工業は今や官営を以て欧米の民営に対す。 既に根本に於て大なる 間隔あ

り 、 今にし て民営を企立し 、 之が根因を改めずんば竟に国家の運命を如何にかせん。」  

 

こ こ には、 知久平の海軍における 経験で培われた合理的思考と鮮烈な企業家精神をみる

こ と ができ る 。  

 こ のよ う にし てスタート し た中島飛行機は軍の増産要請に応え、 1934 年に太田製作所

（ 群馬県太田市、機体工場、従業員約 24000人）、 1940年に小泉製作所（ 群馬県邑楽郡大

泉町、機体工場、従業員約 55000人） など を次々と こ の地域に飛行機の機体生産のための

工場を建設し て、 わが国最大の航空機メ ーカーに成長し ていった。 1941年から 1945年ま
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での間に 19561機分の機体を生産し ている が、こ れは当時の全国シェアの 28.0％にある も

ので、 2位の三菱重工業の 12513機（ 17.9％） を押さ えて第 1位のシェアであった。機体

生産のためには板金技術が必要である が、 後述する よ う にこ の工場で鍛えら れた技術者や

技能者が戦後にこ の地域で自動車部品、 電気機器部品の企業を創業する こ と になる 。  

 ま た、 航空機の生産は自動車と同様に数多く の部品が必要であり 、 裾野の広い産業であ

る 。 外注への依存度も高かったはずである 。 一説には、 金型、 治具は全量、 芯金７ 割、 部

品は 5 割ぐ ら いであったと いう 見方も さ れている 。 こ のために「 昭和 10 年ごろから 桐生

の業者に対し 中島飛行機製作所から の航空機部品の注文が出始めた。 一方繊維機械の注文

は不景気であった。 そのため鉄工業者で腕に覚えのある者は、 工場を閉鎖し 、 太田や東京

の軍需品製造工場にく ら がえする者が出てき た。」（ 桐生機械金属工業協同組合［ 1982］ 73

頁）  

 こ のよ う な中島飛行機から の外注を受ける こ と によ ってこ の地域の機械工業は従来には

なかった生産加工の技術を修得する こ と になった。「 例えば、図面なし で多年の経験を生か

し た現物合わせの仕事から 、 図面を読み計測器材を使い、 段取り と加工をする よ う になっ

たこ と がそれである 。」（ 桐生機械金属工業協同組合［ 1982］ 71 頁） こ の点も戦後のこ の

地域の機械工業の発展に寄与し たこ と は想像に難く ない。戦後に中島飛行機は消滅し たが、

短い期間の生産活動を通じてこ の地域の産業構造の多様化に残し た遺産は大き かったとみ

るべき である 。  

 中島飛行機がこ の地域で航空機産業を起し たこ と は、 こ の地域の外から飛び込んでき て

新し い産業を起こ し たと いう 意味では産業構造多様化の第 3類型にあたる 。 し かし 、 中島

飛行機はこ の地域に第 2類型、第3類型にあたる産業構造の多様化をも たら し たのである 。 

 

（ ３ ） 疎開企業か ら の 技術移転と 残留企業の 発展 

 

 戦時中にこ の地域にま かれた産業構造多様化のタネと し て、 中島飛行機と ならんで疎開

企業の意味は大き かった。 戦況の悪化に伴い 1944 年には東京から数多く の工場が桐生に

疎開し てき た。 1940 年 7 月の奢侈品等製造販売制限規則によ って、 桐生の織物工場のほ

と んど は廃業を余儀なく さ れており 、 疎開企業が入る のに適し た空工場が数多く あったこ

と がその一因である 。 ま た、 中島飛行機の主力機体工場が前述のよ う に太田市、 大泉町に

あったこ と も工場の疎開先と し てこ の地域が選択さ れたも う 一つの理由であった。  
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疎開企業がこ の地域にも たら し た生産技術と し ては、 モーター直結式型機械の利用技術

があげら れる 。 それま でこ の地域ではほと んどの工場がベルト 掛機械ばかり が使用さ れて

いたが、こ の方式では馬力が必要な作業には不向き であった。「 戦争末期の疎開工場のほと

んど が直結型機械をこ の桐生の地へ持ち込んでき たので、 こ れら の操作に習熟でき 、 その

技術が一段と向上し たのである 。」（ 桐生機械金属工業協同組合［ 1982］ 71頁）  

ま た、 こ の地域になかった業種の疎開企業が戦後も そのま ま残留し て発展を遂げ、 こ の

地域の産業構造の多様化に寄与し たケースも ある 。  

第 1 の例は、 時計製造業の英工舎である 。 同社は、 東京下谷の鶴巻時計店一族が始めた

掛時計の老舗であった。 1949 年に旧英工舎の労働組合副委員長をし ていた佐々木喬(東京

工業大学電気工学科卒)を中心に桐生に残った人たちによ って、㈱桐生英工舎と し て再スタ

ート し た。 1951年には精密小型モーターの製造に転換し た。 その後社名を日本サーボ㈱と

変更し て、 1962 年には東京証券取引所第二部に上場し た。 現在では、 月産 200 万台の精

密小型モーターを桐生工場で生産し ている 。 主な販売先は、 日立、 富士ゼロッ クス、 リ コ

ーなど の事務機器メ ーカーである 。  

 第 2 の例は、 小倉ク ラ ッチ㈱である 。 同社は、 1938 年に現在の東京都大田区西六郷に

航空機関係部品の下請生産をする個人企業の小倉製作所と し て創業し た。1941年には陸海

軍の依頼を受けて航空機用発射装置の油圧バルブなど の軍用航空機用の部品を製造する よ

う になる が、 戦況の悪化と 共に桐生に疎開し てき た。 戦後そのま ま 桐生に止ま り 、 1946

年から ラ イターや自転車用発電ラ ンプなど の民需品の製造企業と し て再スタート し た。 そ

の後、 1948年にはモータースク ーターの生産、 1958年には電磁ク ラ ッチ、 1961年にはク

ラ ッチ・ ブレーキなど の自動車部品メ ーカーと し て発展し ている 。 販売は、 商社を通じて

ＧＭなど の外国メ ーカー向けが多い。  

第 3 の例は、 ㈱ミ ツバである 。戦前に日本ビク ター蓄音機㈱の技術者であった日野貞夫

によ って、 1946年に桐生で創業さ れた。 日本ビク ター蓄音機は、戦時中には電波探知機や

軍用通信機など を生産する軍需工場であった。 1943年に社名を日本音響㈱に変更し たが、

戦局が悪化する 中で同社の音響部門は 1943 年末に横浜工場から 桐生の織物工場跡に疎開

し てき た。 こ れが日本音響桐生工場であり 、 日野貞夫（ 早稲田大学理工学部電気工学科卒）

はその工場長と し て桐生にやってき た。 終戦を迎える と同社は 1945 年末に日本ビク ター

㈱の社名を復活させて日本光学工業㈱の神奈川県戸塚工場を買収し てそこ で本格的にラジ

オの生産に取り 組むこ と になった。し かし 、日野貞夫は同社を退社し て桐生に留ま り 、1946
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年に㈱三ツ葉電機製作所（ 後に㈱ミ ツバに改称） を設立し た。 日野が退社し て新し い事業

を起すこ と になった経緯は次のとおり である 。  

 

「 こ の工場を買収し ての本格生産については、 計画の段階で日野なら びに田村研究部長と

本社幹部と の間に、 ラジオの製造技術をめぐ り 意見の対立が生じた。 日野ら は、 終戦直後

桐生工場に進駐し てき た米軍兵士が、 小型で日本製と は比較になら ないほど優れた性能の

ト ラ ンシーバーを用いている のを見て大変なショ ッ ク を受けた。 抵抗やコンデンサー・ 真

空管など随分小さ く なって、 こ こ 3～4 年の間に大き く 変わってし ま っていた。 それで、

新工場でラジオを生産する なら 、 多少時間をかけても最新の技術で、 先進製品に太刀打ち

でき る製品を作るべき だと主張し た。し かし 、本社側は在来の技術でト ーキーやレコード 、

文芸中心の経営を主張、意見が分かれた。こ れを契機と し て日野は、研究部長と と も に 1945

年 11 月日本音響を退社し 、 設計を担当し ていた平野悠紀夫ほか、 かつて台北支店で行動

をと も にし た人々と共同で、 新し い事業を起すこ と と なったのである 。 日野には東京へ帰

って別会社へ勤める 考えも浮かんだり はし たのだが、 新会社の立地と し て桐生を選んだの

は、 自分たちの多く には帰る家も なく 、 空き工場が多い同地を、 と いう 平野の進言によ る

も のであった。」（ 三ツ葉電機製作所編[1996]14～15頁）  

 

同社の最初の製品は日野が日本音響に在社中に設計し ていた自転車用の発電ラ ンプであ

った。 それを選んだのは、 国内でも売れて、 し かも海外にも輸出する こ と が可能だと いう

こ と から であったと いう 。 当時、 桐生においてはド イツのボッシュ製ある いはオラ ンダの

フィ リ ッ プス製発電ラ ンプが用いら れていたが国産のも のがなかったと いう 事情が、 日野

ら のビジネスチャンスの発見につながったのであろう 。  

発電ラ ンプの生産のためには資材・ 部品の協力工場が必要と なる 。 初期の取引先には疎

開し てき て戦後も そのま ま 桐生に留ま った企業が多かった。 その中の一つに大西ラ イ ト 工

業所がある 。 同社は 1937 年に合成樹脂の圧縮成型加工業と し て東京都墨田区で創業し た

が、 終戦直前に桐生に疎開し てき た。 その後 1961 年にエンジニアリ ング・ プラスティ ッ

ク の射出成型加工、 さ ら に 1965 年から はプラスティ ッ ク金型の設計・ 生産の分野にも進

出し た。  

ミ ツバは、1953年以降自動車用のホーン、ワイパーの開発を手がかり にダイハツ工業㈱、

本田技研工業㈱、 富士重工業㈱など の自動車メ ーカーに直納する電装品メ ーカーと し て成
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長し て、 現在では東京証券取引所市場第一部に上場し ている 。  

こ れら の企業に共通する特徴は、 創業者が戦前に修得し た技術や経験を生かし て戦後の

新たな需要に対応する製品を生み出し る 。 こ の意味では、 産業構造多様化の第 2類型にあ

たる 。 ま た、 こ の地域の最大企業である富士重工業や三洋電機と の取引に依存し ないで独

自のルート で地域の外部から需要を引き込んでいる と いう 点にも着目し たい。 こ のよ う な

企業の存在が地域経済に「 頑健さ 」 も たら す上では重要である 。  

 

（ ４ ） 富士重工業の 誕生 

 

 戦時中にわが国最大の航空機メ ーカーに発展し た中島飛行機は、1945年に富士産業㈱へ

社名変更し たが、 1946 年 7 月に GHQ の指令によ り 第二会社 12社へ解体さ れた。 ま た、

こ の地域における 中島飛行機の主力施設であった太田製作所、 小泉製作所、 太田飛行場は

接収さ れたが、 第二会社の富士工業㈱は太田市の呑竜工場でラビッ ト スク ーター、 富士自

動車工業㈱は伊勢崎工場でバスボディ の生産を開始し た。 こ のよ う な民需への転換にあた

っては、 中島飛行機時代の技術者が力を発揮し た。  

 1953 年 7 月には、 富士工業、 富士自動車工業など の第二会社 5 社が再結集し て富士重

工業㈱が誕生し た。 その 2年後の 1955年 4月には、 富士重工業が第二会社 5社を吸収合

併し て本格的に活動をスタート し た。 1955 年から の 3 年間の売り 上げ構成比は、 スク ー

ター49％、 バスボディ 20％、 航空機 12％、 車両 10％、 機械 9％で全社売上高の約半分が

スク ーターであった。  

1958年には軽自動車の「 スバル 360」を発表し て自動車産業に参入し 、以降は軽自動車、

小型乗用車の分野を中心に事業を展開する こ と と なった。 同年には旧中島飛行機太田製作

所が接収解除と なったが、その跡地に太田本工場を建設さ れ、1960年には合理的な流れ作

業によ る軽四輪車の一貫生産体制が確立さ れた。1966年にはスバル 1000 を発売し て小型

車市場に参入し た。 1968年末には矢島工場（ 太田市） を完成させて、 日産自動車と の提携

関係の下で小型車の量産体制を整えた。 し かし 、 軽自動車の販売台数減、 小型車の販売伸

び悩みによ って国内販売台数は 1969年度の約20万台をピーク に一進一退を続ける こ と に

なる 。 1969年度の水準を回復し たのは、 1981年度であった。 こ の一方、 アメ リ カ市場向

けの輸出は、 第 1 次石油ショ ッ ク後の 1970 年代半ば拡大し 、 自動車輸出比率は 1979 年

度には 50％を超える こ と と なった。  
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自動車は 3万点にも 及ぶと いわれるほど数多く の部品から 成り 立っている 。 その膨大な

種類の部品を製造する 部品サプラ イヤーの数も多い。 富士重工業の場合は、 こ れら の部品

サプラ イヤーはスバル雄飛会と いう 協力会社組織を作っている 。 その構成は、 電装機構部

会（ ブレーキ、サスペンショ ン、 オーディ オ等の電装機構部品） 40社、内外装部会（ グリ

ル、シート 、 タイヤ等の内外装部品） 36社、機関部品部会（ エンジンバルブ、ファンベル

ト 等のエンジンミ ッショ ン部品） 32社、材料・ プレス部品部会（ 鋼板・ 塗料等の材料、マ

フラ ー、 オイルパン等のプレス板金部品）、鋳・ 鍛部品部会（ マニホールド 、ピスト ンリ ン

グ等の鋳・ 鍛部品及び機械加工部品） 35 社の合計 173 社と なっている 。 こ れら の企業は

直接に富士重工業に納入し ている いわゆる 1次サプラ イヤーである 。 もちろんこ れら のす

べてがこ の地域に立地し ている わけではないが、こ れら に納入し ている 2次サプライヤー、

3 次サプラ イヤーを加える と こ の地域のさ まざま な業種に属する非常に多く の数の企業が

自動車生産にかかわっている こ と がわかる 。  

前述し たよ う に完成車の輸出比率が高く 為替レート の変動の受けやすいと いう こ と は、

部品サプライヤーにと っても その変動をど のよ う に吸収する かと いう 問題を生じる 。 こ れ

に対し て同社の部品サプラ イヤーは富士重工業以外のメ ーカー（ 例えば、 近隣にアセンブ

ル工場を持つ日産、 ホンダ、 ダイハツ） など にも並行し て供給する と いう 戦略的対応をと

った企業が多い。 こ のこ と がこ の地域の「 頑健さ 」 の増大にある程度は貢献し ている と 考

えら れる 。  

富士重工業の誕生と その後の発展は産業構造多様化の典型的な第 2類型であり 、 地域経

済の成長と多様化の両面に大き な寄与をし ている 。  

 

（ ５ ） 金型製造業の 叢生 

 

 中島飛行機がこ の地域に持っていた太田製作所、 小泉製作所は機体工場であったこ と は

前述し た。 当初は機体製作に関わる板金作業は手作業で行われていた。 し かし 、 戦時中に

ド イツ人技師の指導によ り 金型を用いたプレス加工技術が導入さ れて、 工場内ではプレス

金型の製作ま で行われる よ う になっていた。 こ こ で金型に関する技術を修得し た技術者、

技能者が、 戦後こ の地域で金型製造業を創業する よ う になった。 ま た、 こ の地域に展開し

た富士重工業、 三洋電機によ っても たら さ れた金型需要がこ の地域における金型製造業の

叢生を促し た。 工業統計調査で「 機械」 に分類さ れる金型製造業がこ の地域に多いのは、
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こ の理由によ る も のである 。1968年に群馬県金型工業会が設立さ れたと き には、太田市か

ら 22社、 桐生市から 15社の合計 38社が参加し ている 。  

 その代表的な企業が、㈱オギハラ である 。同社は、 1951年に荻原八郎によ って荻原鉄工

所と し て太田市に設立さ れた。荻原八郎は、1906年に中島飛行機の創業者である 中島知久

平と同じ群馬県新田郡尾島町生ま れた。 中学校を卒業後、 中島知久平の勧めによ り 中島飛

行機・ 太田工場に入社する 。 まず経理係を命じら れる が、 飛行機の製作に携わる こ と を強

く 希望し て仕上工場に配置換えと なり 仕上げ工と し て飛行機の製作に従事し た。1943年に

は中島飛行機株式会社小泉製作所矢島工場長に任命さ ている 。 こ の工場では、 プレス溶接

部品や翼・ 胴体の組立が行われていたが、 荻原八郎はこ こ でド イツ人技師の指導によ って

プレス金型の試作を手がけ始めた。  

 1951年、中島飛行機の第二会社の一つである富士産業㈱を退社し た荻原八郎は、太田市

の旧中島飛行機物資供給所跡地に 24 坪の平屋建て工場をつく り 、 プレス金型の製造を始

めた。 荻原鉄工所は、 創業し た年に富士自動車工業㈱伊勢崎工場から初めて金型の注文を

受けた。 バスのフロント パネルで、 板金仕上げからプレスに切り 替える最初の仕事であっ

た。 1953年には、 新三菱重工業の注文を受けた。  

1955年には有限会社荻原鉄工所と なったが、 1956年には関東自動車工業、 富士精密工

業、 本田技研工業から の受注も あり 、 次第に金型メ ーカーと し ての体制が整っていった。

荻原鉄工所が創業し た時期は自動車産業が本格的に成長し はじめた時期と一致し たこ と も

あって、順調に発展し ていった。 1959年、ホンダが生産を始めた耕運機Ｆ １ ５ ０ のハンド

ルコラムの金型一連の受注があり 、 こ の仕事を契機にオート バイの金型受注へ繋がり 、 最

終的には同社の金型のメ イン工場と なっていった。  

オギハラ のケースは、産業構造多様化の典型的な第 2類型である 。 ま た、 富士重工業の

本拠地である 太田市に立地し ながら もホンダと の取引が主力である 点は、 こ の地域の「 頑

健さ 」 に貢献し ている と いう こ と ができ る 。  

 

（ ６ ） 三洋電機の 進出 

 

富士重工業につづいて、1959年に三洋電機が群馬県邑楽郡大泉町の中島飛行機小泉製作

所の跡地に進出し てき た。 産業構造の多様化の典型的な第 3類型である 。 当時は岩戸景気

の時代で、家庭電化が著し く 進んだ時期であった。 テレビ、電気洗濯機、電気冷蔵庫が「 三
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種の神器」 と いわれたのはこ のころである 。三洋電機の家電製品の年々の売り 上げが 30％

も伸びていた。 同社では旺盛な需要を見越し て生産規模の拡大を企図し ていたが、 それま

で生産拠点がほと んど 関西地域に集中し ていたので、 関東地方に新し い製造拠点を設ける

べく 立地の検討をおこ なっていた。 おり し も 、 米軍に接収さ れていたキャンプドルーと呼

ばれていた 100万平方メ ート ルにも 及ぶ広大な工場跡地が返還さ れる こ と になり 、 地元自

治体が工場誘致運動を行っていたこ と も あり 、 こ こ に立地が決定し 東京三洋電機株式会社

と いう 別会社が設立さ れる こ と と なった。 中心と なって設立準備に当たったのは、 黒河力

常務取締役（ 1986年 12月から 89年 2月ま で会長） であった。  

東京三洋電機は、 敷地内に残さ れていた既存の建物も活用し つつ、 1959 年 8 月に白黒

テレビ、 1960年 2月にエアコン及びウォーターク ーラ ー、 同年 3月に冷蔵庫、 同年 4月

にコンプレッ サ、1961年 1月にパッケージ型エアコン、同年 10月に冷凍用ショ ーケース、

1963年自動販売機と着々と 生産品目を拡大し ていった。こ のための部品をど のよ う に調達

する かが重要な問題と なったこ と は想像に難く ない。こ れに関し て、『 三洋電機三十年の歩

み』 には以下のよ う な記述がある 。  

 

「 すでに、 当社の大泉進出にあたり 、 県側は進出が決定し たあかつき には、 県内の事業所

の 99.7％は中小企業であり 、極力、県内関連企業を活用し てほし いと の要望を述べていた。

地元企業をと も にう るおう も のにし たいと いう のは、 当社の基本的な考え方でも あった。

そし て、 県側が協力会社候補と し て推薦し た会社は 94 社にも 達し ていた。 こ れを書類審

査し て、 まず 68社に絞った。 そし て、 その 68社を 1社残らず、井植薫（ 当時は専務取締

役。 1971年 1月から 86年 2月ま で社長） が黒河力をと も なって直接訪問し 、社長の経営

能力、 生産設備、技術、管理、資金関係について調査し 、 その結果、 42社に対し て試作見

積も り などの直接交渉に入った。 最初に協力工場と し て指定さ れたのは、 共進工業株式会

社ほか 4社であった。」（ 三洋電機編[1980]71頁）  

 

 こ こ に名前の出てく る共進工業は、 金属部品の塗装専門企業である 。 三洋電機が当地へ

の進出し た 1959年に平田清久によ って設立さ れた。現時点での資本金は 4100万円、従業

員規模は 85人の中小企業である 。平田清久は 1920年生ま れで、尋常高等小学校を卒業後

1938年に中島飛行機小泉製作所の工員と なった。そこ では、主に航空機の扉など をつく る

板金作業に従事し ていた。 戦後は村会議員、 県会議員をし ていた。 黒川力が東京三洋電機
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の設立準備をし ていたと き に知遇を得て、 彼の勧めによ って当時こ の地域では誰もやって

いなかった金属塗装業を創業する こ と と なった 11。 設備導入およ びそのオペレーショ ンに

ついては東京三洋電機から の指導があったと のこ と である 。 今日でも三洋電機から受注は

80％程度にのぼっている が、残り は自動車部品などの企業から の受注する よ う になってき

ている 。  

 東京三洋電機の部品サプライヤーと なったのはも と から の地元企業ばかり ではなく 、 他

の地域から移ってき た人物によ って創業さ れた企業も あった。 その一つが家電製品の金型

メ ーカーである安田精機株式会社である 。 現在の社長は安田剛、 資本金は 2100 万円、 従

業員は 10 人である 。 安田の父親と その兄は、 も と は大阪アルミ （ やかんのメ ーカー） の

金型技術者であった。 大阪アルミ では、 三洋電機の洗濯機の深絞り 型も作っていた。 二人

は 1955 年ごろに独立し て大阪でプレス金型製造企業である安田鉄工㈱を創業し たが、 三

洋電機の関東進出に伴い安田の父親が大阪から 大泉町に移ってき て、1961年に安田精機を

創立し た。 当時、 こ の地域には自動車用、 繊維機械用の金型メ ーカーはあったが、 家電用

の金型メ ーカーはなかった。 同社は、 プレス金型メ ーカーと し てスタート し たが、 その後

半導体製造設備の一部であるチッ プマウンターの土台部分の製造も手がける よ う になって

いる 。 金型やチッ プマウンターの土台の素材と し ては、 良質の鋳物が必要である 。 大泉町

に近接し ている栃木県佐野市には日光の寺院の釣鐘を作っていた鋳物製造業が集積し てい

る ので、 鋳物の調達には事欠かない。 ま た、 熱処理業者や溶接業者は、 自動車部品製造業

の多い太田市、 伊勢原市には数多く 集積し ている ので便利がよ い。 安田精機は需要に引き

寄せら れてこ の地域に立地し たのである が、 すでにその素材及び加工技術がこ の地域に存

在し ていたこ と が家電用の金型メ ーカーと し ての創業、 その後の事業展開を容易にし てい

る と いう 点を見過ごし てはなら ない。同社の取引先は、以前は三洋電機が 90％を占めてい

たが、 三洋電機がチッ プマウンター製造部門を売却し たのでその比率は 10 数％になって

いる 。  

コンプレッサ用のモーター及び各種ワイヤーハーネスを製造し ている富田電機㈱も こ の

よ う な企業の一つである 。 同社は、 関西地域において三洋電機に電機部品を納入し ていた

商社である富田通商㈱と三洋電機、 住友電工の共同出資によ り 1962 年に設立さ れた。 コ

ンプレッ サは、 冷蔵庫はも と よ り 、 冷凍ショ ーケース、 エアコン、 自動販売機などおよ そ

冷気を必要と する電機機器に用いら れている冷気を作り 出す部分である 。 同社の製造する
                                                                                                     
11 典型的な後方連関効果の例である 。  
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モーター（ 電動コイル） は、 そのコンプレッ サの心臓部と も いう べき重要部品である 。 ワ

イヤーハーネスは、 電気製品の中枢をなす部品である 。 網の目のよ う に張り 巡ら さ れてい

た従来の配線では、 配線ミ スや機器そのも のの機能に及ぼす影響が大き すぎる 。 そこ で、

配線の合理化や作業能率の向上のために予め電線を束ねたも のがワイヤーハーネスである 。

同社の製造するワイヤーハーネスは、 映像・ 音響機器、 冷熱製品およ びその他電装品に使

用さ れている 。 現時点の資本金は 8640万円、 従業員は 200人程度の中堅企業である 。 取

引先は、創業の経緯から も三洋電機の比率が高かったが、1990年代に三洋電機がこ の地域

における主力事業の一部であったコンプレッ サ事業を積極的に海外に移転し たこ と に伴っ

て、 その比率は減少傾向にある 。 こ れに代わって、 1990年代の後半から はパチンコ機械製

造業向けのワイヤーハーネス事業が増えてき ており 同社事業全体の 25％程度を占める ま

でになってき ている 。  

前述し たよ う に東京三洋電機がこ の地域へ設立さ れたこ と自体が産業構造の多様化の第

3 類型である こ と は間違いないが、 こ のこ と が共進工業、 安田精機、 富田電機の創業を促

し て、 こ の地域の産業構造の多様化に寄与し ている 。  

ま た一方で、 東京三洋電機は 1959 年に設立さ れて以来、 売上高を順調に伸ばし てき た

が、 こ れは輸出部門の大幅な伸長によ る と ころが大き かった。 1985 年度には 47.7％と い

う 高い輸出比率になって、同社の体質は輸出依存度を極度に高めていた。 こ のため、 1985

年のプラザ合意を契機と し た急激な円高の進行は同社にと って大き な逆境になった。 こ れ

に対し て、1986年には三洋電機本体と それま で別会社と し て発展を遂げてき た東京三洋電

機を合併し て、 輸出主導から内需主導への転換、 生産の海外移管を軸と し た事業の国際化

の推進と いった事業構造の改革を行う こ と になった。 こ れま での東京三洋電機の事業の拡

大成長によ って取引のネッ ト ワーク を広げてき ただけに、 こ のよ う な経営方針の転換が大

泉町を中心と する こ の地域全体に及ぼし た影響は大き いも のがあったと いう こ と はいう ま

でも ない。  

 

（ ７ ） パ チ ン コ 機械製造業の 発展 

 

 こ の地域の産業構造に多様性をも たら し ている産業と し て、 パチンコ機械の製造業があ

る 。 パチンコの歴史は 1945 年に名古屋から始ま った。 その後、 名古屋を中心に大阪、 東

京、 九州一帯へと広がっていった。 パチンコ機械製造業も戦後し ばら く は名古屋が中心で
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あった。 現在では群馬県は、 愛知県と並んでパチンコ機械の二大生産地である が、 群馬県

のシェアが大き く なったのは、1965年から である 。工業統計調査の製造品品目別表によ っ

て群馬県のパチンコ ・ スロッ ト マシンの出荷額をたど る と以下のとおり である 。  

 

 

群馬県の パチ ン コ ・ ス ロ ッ ト マ シ ン の 出荷額の 推移 

 

群馬県出荷額（ 億円） 全国シェア（ ％）  

1955年 0.7 7.4 

1960年 0.02 0.4 

1965年 22.2 30.8 

1970年 82.5 27.4 

1975年 125.3 23.8   

1980年 137.1 12.1 

1985年 768.8 35.1  

1990年 977.4 28.2 

1995年 1754.2 31.2 

2002年 1980.2 29.3 
 

（ 出所）『 工業統計調査』 よ り 筆者作成。  

 

 

群馬県におけるパチンコ機械製造業は桐生市を中心に発展し た。 その歴史は、 中島健吉

（ ㈱平和の創業者） と清水一三（ ㈱ソフィ ア・ 西陣の創業者） の二人の企業家によ って始

ま った。  

中島健吉は、1948年に桐生市巴町にパチンコホールを開業し 、翌年にはパチンコ機械製

造業へと事業を拡大し ていった。清水一三は、東北帝国大学工学部の卒業である 。彼の父、

清水豊は東京深川の出身である 。桐生の鋳物工場に職人と し て入り 、1927年に独立し て清

水鋳造所を営んでいた。清水一三は、1950年に父から受け継いだ鋳物工場からパチンコ機

の製造工場へと転換し た。 彼の伝記は、 桐生における草創期のパチンコ機製造業の姿を次

のよ う に描写し ている 。  
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「 鋳物工場のあと に板を張り 、 パチンコ工場にし た。 社員は、・ ・ ・ 4， 5 人であった。 教

えてく れる人はいない。 ハンド ルの付け方、 針の打ち方、 一つ一つ研究する 。 名古屋へ部

品を買出し に行く 人は、 夜の 10 時ごろ桐生を発って、 夜明けに名古屋へ着く 。 部品屋を

起こ し て品物を買い、 リ ュッ ク につめてと んぼ返り で夕方着く 。 翌日はま た早起き し て東

京・ 神田界隈へ真鍮板やハンド ルを買いに出かける 。 背負える だけリ ュッ ク につめて、 あ

と は両手に下げて帰ってく る 。 市内のブリ キ屋、 材木屋、 セルロイド 業者など に部品を発

注し てつく らせる 。当初はメ タル式で、試作をし ては分解の繰り 返し が続いた。・ ・ ・ ほど

なく 、 板面に桐生織物の西陣の帯地を張る と いう 、 誰にも思い及ばない華麗で、 親しみの

ある移植の機械を製作し たのであった。・ ・ ・ その斬新奇抜な新製品は品質・ 格調と も にす

ばら し いと 、業界から絶賛さ れた。清水式のこ の機械を「 西陣」 と命名・ ・ ・ 一躍、” パチ

ンコの西陣“ は業界から注目さ れる よ う になった・ ・ ・ 。」（ 瀧澤寛[1980]74～77頁）  

 

桐生にパチンコ機械製造業が生ま れたのは、 単なる偶然ではない。 パチンコの部品を製

造する ある程度の基盤と 中島健吉、 清水一三ら の企業家精神がむすびついて発展し たも の

である 。  

現在では最終製品の組み立て・ 出荷は、 桐生市に本社を置く 平和、 ソ フィ ア及び平和に

から独立し た毒島邦雄が創業し た㈱SANKYO と いう ３ つの大手パチンコ機メ ーカーが行

っている 。 パチンコ機械は、 数多く の金属プレス部品、 プラスティ ッ ク 部品、 電子部品か

ら なるアセンブル製品である 。 近年では、 液晶など電子部品が用いら れる比重が高く なっ

てき ており 、 その配線を行う ためのワイヤーハーネスも 大量に用いら れている 。 その意味

では、 非常に裾野の広い産業である 。 桐生機械金属工業会が 1967年 1月に実施し た企業

系列実態調査によ れば、回答のあった 320社のう ちソ フィ アを系列親工場と し て回答し た

も のが 21企業、 平和を系列親工場と し て回答し たも のが 11企業に上っている 。  

こ れら企業の生産工場の一部は桐生市から近隣の地域に移転し ている が、 その生産のほ

と んど がこ の地域で行われている 。 工業統計調査の産業分類では、 パチンコ機械製造業は

「 機械」 に含ま れている 。図 3 の産業別従業者数の推移によ る と 、 1990年から 2001年に

かけて他の業種が減少し ている にも 関わらず「 機械」 だけが上昇し ている 。 こ れにはこ の

パチンコ製造業の出荷が増えている こ と と 関係がある 。 パチンコ製造業は、 こ の地域経済

の「 頑健さ 」 に貢献し ている のである 。  

 こ の地域におけるパチンコ機械製造業の生成発展は、産業構造多様化の典型的な第 2類
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型である 。  

 

 

４ ． ま と め  

 

桐生市、 太田市及び大泉町を中心と する 群馬県の東毛地域の経済は、 戦前から絹織物産

業によ って発展し 、 終戦直後も絹織物産業によ って支えら れていた。 し かし 、 伝統的な絹

織物の国内需要の縮小、 繊維輸出の減退など の逆境によ り 、 急激にその比重を下げていっ

た。 こ れに代わってその比重をあげていったのは、 富士重工業を中心と する自動車産業、

三洋電機を中心と する電機産業であり 、 こ れら に部品を供給する企業群の成長であった。

われわれはこ れを産業構造の多様化と呼んだ。 こ のこ と が繊維産業の衰退によ る雇用の縮

小を相殺し 、 こ の地域全体と し ての雇用量を維持する こ と に貢献し た。  

ま た、 戦後の成長期における産業構造の多様化の以前から 、 桐生における機械工業の発

生、 中島飛行機によ る航空機工業の展開、 さ ら には戦時中に疎開企業の残留と その後の発

展によ って産業構造の多様性が準備さ れていた。 こ れら は、 数多く の企業家によ る企業家

精神あふれる活動によ って実現し たも のであった。  

こ の地域の企業のう ちには、富士重工業、三洋電機以外の企業と の取引の拡大を通じて、

成長し たも のも あった。 こ れら の企業がこ の地域の企業間の取引のネッ ト ワーク を複雑に

し 、 急激な円高によ る輸出の減退、 生産拠点の海外への移転によ る 地域経済の逆境にも あ

る程度は耐えら れる 地域経済の「 頑健さ 」 をも たら し た。  

 再び図２ に戻ってみる と 、1997年以降のこ の地域の従業者数の減少が著し い。こ れが真

に雇用がこ の地域から失われたも のなのか、 ま たは単に雇用形態が常用雇用から非典型雇

用に変化し たこ と によ る も のかの判断はと り あえず留保し よ う 。 し かし 、 こ れま でこ の地

域の雇用を支えてき た企業が生産拠点の海外展開をさ ら に一層進める こ と は間違いない。

それにも かかわらずこ の地域が「 頑健さ 」 を維持でき る かど う かは、 企業家活動が新し い

産業構造の多様化をすすめる こ と ができ る か、 ま たこ の地域の企業が産業構造の多様性を

生かし て、 逆境を乗り 越えら れる よ う な戦略的な行動をと れる かど う かにかかっている 。  
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 図１  複雑な地域経済シ ス テ ム の イ メ ー ジ  

 
要素技術を担う 部品製造業・ 加工産業  最終製品の製造業 

 
Ａ業種 Ｂ業種 Ｃ業種 Ｄ業種 Ｘ ， Ｙ ， Ｚ 業種 

 
企業ａ １ 企業ｂ １ 企業ｃ １ 企業ｄ １ 企業ｘ  

 
企業ａ ２ 企業ｂ ２ 企業ｙ  

 
企業ａ ３ 企業ｃ ２  

 
企業ａ ４ 企業ｂ ３ 企業 z 

 
企業ａ ５ 企業ｄ ２  

 
 
（ 出所） 筆者作成。  

 



図２　東毛二市一町の 従業者数の 推移
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（出所）『工業統計調査』より筆者作成。



図３　産業別従業者数の 推移
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（出所）『工業統計調査』より筆者作成。
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表１　東毛二市一町の 産業構造の 変化（事業所数）

１９６０年 １９７０年 １９８０年 １９９０年 ２００１年
食料品 65 128 107 65 60
飲料・飼料 2 2
繊維 1181 2345 1893 455 188
衣服 242 615 797 349 216
木材 57 83 64 31 20
家具 31 121 127 36 27
パ ル プ・紙 44 135 61 28 24
出版・印刷 14 46 75 46 33
化学 0 3 7 2 2
石油・石炭 0 1 2 3 1
プラスチッ ク 154 126
ゴム 製品 4 31 31 11 9
皮革 11 15 5 3
窯業・土石 14 39 40 24 19
鉄鋼 9 15 29 21 20
非鉄金属 4 15 24 13 6
金属製品 63 421 536 266 186
機械 80 300 383 323 250
電気機器 52 116 208 198 144
輸送機器 69 159 186 167 137
精密機器 9 28 38 19 10
そ の 他 30 185 253 65 36

合計 1968 4797 4876 2283 1519

（出所）『工業統計調査』より筆者作成。
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表２　東毛二市一町の 産業構造の 変化（従業者数）

１９６０年 １９７０年 １９８０年 １９９０年 ２００１年
食料品 1244 1310 2030 1889 2171
飲料・飼料
繊維 18462 16690 9407 5018 2066
衣服 3610 3954 7835 2937 2004
木材 609 746 510 434 245
家具 321 1621 1151 691 719
パ ル プ・紙 556 1068 557 547 392
出版・印刷 203 368 714 976 1150
化学 16
石油・石炭 33 31
プラスチッ ク 2928 2830
ゴム 製品 199 1595 968 853 924
皮革 20 49 49 40
窯業・土石 170 522 523 533 473
鉄鋼 272 679 634 652 568
非鉄金属 92 402 276 238 150
金属製品 1234 4110 3783 3462 2555
機械 2111 5574 5809 6937 7317
電気機器 4303 11701 14157 19822 15495
輸送機器 4639 11208 11568 16683 14676
精密機器 111 412 442 341 345
そ の 他 1203 1965 2875 977 429

合計 39408 63974 63288 65989 54509

（出所）『工業統計調査』より筆者作成。


